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次期国土形成計画の策定に望む(第1次提言)概要

政府は７月「国土のグランドデザイン2050」を公表し、目指すべき国土の姿として「依然として進展する東京一極集中からの脱却」を掲げた。これを踏まえ現行国土形成計画は見直されることと

なり、また「まち・ひと・しごと創生本部」も設置された。政府の決意に、当会は大きな期待を表明する。
グランドデザインに掲げた国土の姿を実現するには、わが国の未来を拓く新しい産業や地域経済を創出し、次世代に引き継ぐための思い切った政策が必要である。

国土政策に求められる課題は多岐にわたるが、今回は最優先で取り組むべき課題について提言する。

前 文

先進国のなかでは異例ともいえる首都東京への人口集中が続いている。背景には様々な集中要因があるうえ、中枢機能・人口・大学・企業の間で、集中が集中を呼ぶメカニズムが働いてきた。

人口が増加し経済が成長を続ける下では、このメカニズムは有効。人口や企業が東京に集中したのは合理的な判断の結果であり、東京と地方、企業と国家はともに好循環に成長。 しかし、
地方から始まった人口減少が東京を含め国全体に及ぶことが明らかになり、地域経済を支えてきた製造拠点の海外移転が進むなど、状況は大きく変化。

出生率が低い東京への人口集中が続けば、人口減少はさらに加速、高齢化が進む東京の国際競争力も阻害。集中による経済活動や文化、さらには価値観の画一化は新しい産業や雇用の
創出はもとより、様々な変化への国家の対応力を低下させる。現状を放置すれば東京と地方はともに衰退し、企業と国家もともに衰退する。

１．「東京一極集中是正」が最重要課題

これまで国土の均衡ある発展や地方の活性化に向けて様々な政策が講じられてきたが、集中是正の効果は限定的であったと言わざるを得ない。

(1)東京のみに依存しない新たな成長エンジンの創出 (2)持続性ある地方経済の実現 (3)ナショナル・レジリエンスの確保

２．東京一極集中是正のための重点政策

• 国全体が東京に依存するこれまでの発展モデルを改

めなければならない。東京以外にわが国経済を牽引す
る成長エンジンを創出。

• 激化するアジアとの国際競争に打ち勝つためには、東
京と新たな成長エンジンが有機的に結ばれた、一体的
なリーディング・エリアの構築が不可欠。

• 東京への人口流出に歯止めをかけるためには、地方に

一定規模の都市圏を構築し、雇用・教育・生活の場とし
ての魅力を創出して経済活力を維持発展させていくこ

とが必要。
• 優秀な人材を地方に根づかせ、さらに地方へ新たな人
の流れが生まれるよう、企業や教育機関の移転・分散

の促進策を講じるとともに、UIJターンなどの政策を推進。

• 政治・行政・経済等の中枢機能が一極集中する現状は

危機管理上、極めて脆弱。中枢機能の万全な確保を
図ることは重要かつ喫緊の課題。

• 東京と同時被災する可能性の低い場所に中枢機能
バックアップ体制を構築することが求められる。

• 首都圏に過度に集中する中枢機能を平時から分散す

ることが必要。

危機的状況を回避するためは、東京⼀極集中の是正を次期国⼟形成計画の最重要課題と位置付け、省庁横断的に総合的な対策を講じてもらいたい

次期計画において以下３点を重点政策として同時並⾏的に進めるべき

「国土のグランドデザイン2050」では、目指すべき国土の姿として、大都市圏域を「世界最大のスーパー・メガリージョン」にすることや地方圏域のあり方、地方における雇用の場の創造の重要

性などが示された。今後10年間で実現していくためには、次期計画に地方からの視点を十分に取り入れて、具体的な方策を盛り込むべき。特に重要と思われる点や関西の果たすべき役割に
ついて提言する。

(1)三大都市圏のバランスがとれた複眼型スーパー・メガリージョンの形成 ～経済の核が首都圏以外にも存在する国土に～

３．目指すべき国土の姿と実現のための取り組み

①三⼤都市圏の特⾊を明確に、それをリニアが結ぶ
• まずは関西圏と中部圏が首都圏と並ぶような強み・特色を持った成長エンジンとなることが必要。

• そのうえで、これら都心部がリニア中央新幹線で結ばれる「複眼型スーパー・メガリージョン」が形成されるべき。
リニアは東京・大阪間同時開業によってこそ複眼型国土の実現に寄与。

• リニア中央新幹線と既存・整備新幹線や他の交通・物流ネットワークとの結節を強化し、わが国全体にスー
パー・メガリージョンの効果を広く波及。

②関⻄はアジアビジネスの中核拠点に
• 関西は、スーパー・メガリージョンの一翼を担う。
• 西日本の人・物・情報の交流を促す拠点となる。

• 急速なアジアの成長を取り込むために、三大都市圏の中で最
も近接している特性を活かして人材および投資を呼び込むと
ともに、アジアビジネスの中核拠点の役割を果たす。

関西経済連合会

地域連携部
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(2)特色ある広域地方ブロックの形成 ～それぞれの地方が個性と強みを活かして発展する国土に～

(3)中枢機能のバックアップ拠点の整備、各種機能の分散配置 ～災害に負けない、強く、しなやかな国土に～

うに・

①若者が地⽅を志向するための施策
• 希望する若者が職につき安定した生活を営めるよう、産業分野やまちづくりにおける地域の特性を明らか

にし集中的にその振興を図り、付加価値の高い産業や雇用機会を創出すべき。
（例えば）

・観光は地方の特色ある資源を最大限に活かせる産業。今後の成長も見込め雇用吸収力が高い。
・農業は高付加価値化への取り組みで新規就労者が増えており、規制緩和により企業参入を進めること
でポテンシャルも拡大。

• 地方においても充実した高等教育を受けられる環境を整える。
（例えば)

・首都圏の大学への配分が多い科学研究費助成について、地方圏への配分を増やす。
・教育機関・人材の移転・分散も検討すべき。

• 首都圏等の災害時の司令塔機能を代替し得る拠点として「西日本危機管理総合庁（仮称）」を設置し、首都圏の

応急・復旧対応や長期間にわたる復興活動を支援する体制整備も進めることで、わが国の強靱性を確保すべき。
• 新たな機関を設ける際には、各地域の強みとの関連を重視し、首都圏以外に設けることを原則とすべき。

目指すべき国土の姿を実現するには、総合的な対策を講じる必要がある。重要なのは税財政制度と地方行政制度の改革。
加えて、すべてを政府の政策に委ねるのではなく、各地域の経済界と自治体は危機感を共有し課題解決に主体的に臨むべき。当会は関西からの貢献に取り組む。

(1)併せて実施すべき総合的な対策

(2)関西の経済界・自治体の取り組み覚悟

４．併せて実施すべき総合的な対策と関西の取り組み

①税財政制度等の改⾰〜地⽅法⼈⼆税の国税化〜
• 地方法人二税の一部については、国税の法人税に段階的に統合し国税化した

うえで、地域間の偏在是正のために再配分して、地方活性化のための財源を強化。
（例えば）

生み出された財源により、国・自治体は、固定資産税や事業所税等の減免、
事業資金に係る金融支援や企業進出のための各種規制緩和などを講じてもら
いたい。

• 関西経済界は、地方からわが国経済を支え、成長の担い手になる覚悟を持ち、地域経済の成長発展に貢献していく。国、自治体、大学等と一体となって、雇用機会の創出に

努めていく。
• 企業には、製造業などで地方シフトを進める例や、国内を再評価する動き。防災力強化の観点から拠点分散化の傾向も。一方、東京に重点配置が必要な業種も。

それでも地方の雇用や経済に配慮しながら経営努力を重ねている。
• 当会は、地方での雇用創出が進むよう企業立地のための方策を提案し、自治体とともに実現を支援。国は、企業や自治体の自発的な取り組みを誘導・支援するため、地方移
転促進のための税制上の優遇措置や財政支援、特区制度の強化による規制緩和など、大胆なインセンティブを導入すべき。

• 当会は、関西広域連合とともに将来の関西像を共有化し、官民一体となって人口や企業を定着させるための魅力ある地域づくりに取り組む。
（例えば）
京阪神中心部での立地環境を向上させることが東京にある本社機能の分散化にもつながる。

(1)全国計画への地方意見の反映

(2)明確な目標設定と徹底した進捗管理

５．実効性のある国土形成計画の策定

• 全国計画と広域地方計画を同時並行的に検討。広域地方計画協議会において全国計画に関する地方の意見を集約し、反映。
• 次期広域地方計画では「関西広域地方計画」を正式名称とするとともに、この際、国の出先機関の名称も「関西」に統一してもらいたい。

• 国土計画上のKPIを設定するとともに、政策実行に際しては、ロードマップを策定し、PDCAサイクルによる進捗管理を徹底すべき。

②様々な顔をもつ関⻄を全国モデルに
• 関西は、日本海と太平洋に面し、京阪神等の都市圏と中核都
市および周辺の農山漁村と多様な地域構造。

• 広域地方計画の策定にあたっては、都市部と周辺部が相互に
交流・発展する圏域として全国のモデルとなることを目指すべき
であり、当会としても今後検討を深めたい。

②地⽅⾏政制度の改⾰〜広域連携の推進と分権型道州制の実現〜
• 各地域の判断と責任のもとで政策を実施し、国はそれを後押し。

（例えば）
雇用創出、産業振興、まちづくり、土地利用等の分野において地方への権限

移譲を推進するべき。
• 行政サービスの共同化や集約化を速やかに進めること。
• 将来的には分権型道州制を実現すべき。
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